
【様式２】－１

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定居宅サービス等の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、
厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12309

実施事案名
松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の改正
（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　介護保険法第４２条第１項第２号、第７０条第２項第１号、第７２条の２第１項第１号及
び第２号並びに第７４条第１項及び第２項
　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３
７号）

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について



【様式２】－２

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定介護予防サービス等の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）によ
り、厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12310

実施事案名
松山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等
に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の改正（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第５４条第１項第２号、第１１５条の２第２項第１号、第１１５条の２の２第
１項第１号及び第２号並びに第１１５条の４第１項及び第２項
　指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）



【様式２】－３

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定地域密着型サービスの基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）によ
り、厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12311

実施事案名
松山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の
改正（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　介護保険法第７８条の２第１項及び第４項第１号、第７８条の２の２第１項第１号及び第
２号並びに第７８条の４第１項及び第２項
　指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働
省令第３４号）

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について



【様式２】－４

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定地域密着型介護予防サービスの基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３
号）により、厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12312

実施事案名
松山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防
サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の改正（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第１１５条の１２第２項第１号並びに第１１５条の１４第１項及び第２項
　指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護
予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労
働省令第３６号）



【様式２】－５

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定介護老人福祉施設の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）によ
り、厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12313

実施事案名
松山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の改正
（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第８６条第１項並びに第８８条第１項及び第２項
　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９
号）



【様式２】－６

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　介護老人保健施設の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、厚
生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12314

実施事案名
松山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の改正
（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第９７条第１項から第３項まで
　介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第
４０号）



【様式２】－７

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定居宅介護支援等の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、
厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12315

実施事案名 松山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の改正（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及び第２
項
　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）



【様式２】－８

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　指定介護予防支援等の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、
厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12316

実施事案名
松山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の改正（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第５９条第１項第１号、第１１５条の２２第２項第１号並びに第１１５条の２
４第１項及び第２項
　指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号）



【様式２】－9

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　介護医療院の基準については、介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、厚生労働
省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　介護保険課

事案番号 12317

実施事案名 松山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の改正（案）

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　介護保険法第１１１条第１項から第３項まで
　介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５
号）



【様式２】－10

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　老人福祉法第１７条第１項
　特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　特別養護老人ホームの基準については、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）によ
り、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号）に応
じ、各自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　高齢福祉課

事案番号 12318

実施事案名 松山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の改正（案）



【様式２】－11

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　老人福祉法第１７条第１項
　養護老人ホームの設備及び運営に関する基準

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　養護老人ホームの基準については、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）により、養
護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和４１年厚生省令第１９号）に応じ、各自治
体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　高齢福祉課

事案番号 12319

実施事案名 松山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の改正（案）



【様式２】－12

市民意見公募手続の実施事案について

所管課名

　★意見提出期間が３０日未満となった理由

実施結果の
公表予定日

令和６年２月１３日（火）

策定根拠と
なる法令等

政策等の案の
関係資料

　松山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の
改正（案）の概要について

　社会福祉法第６５条
　軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準

政策等を策定
する趣旨，
目的及び背景

　軽費老人ホームの基準については、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）により、軽費
老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成２０年厚生労働省令第１０７号）に応じ、各
自治体が条例で定めることとされています。
　現在、厚生労働省で、当該省令の改正が予定されています（令和６年４月１日施行予
定）。
　この改正にあわせて、本市の上記基準を令和６年４月１日に施行するため、条例を改正す
るものです。

保健福祉部　高齢福祉課

事案番号 12320

実施事案名 松山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の改正（案）


